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住民からの電子メールでの相談・問い合わせに対し、メール回答が可能なものは公

共施設（公民館、スポーツ施設、生涯教育施設）の利用に関する手続案内、観光情報

及びイベント開催情報や公共施設情報案内などがあります。 
全国２，８６２団体９２．７％においても、メールや電子掲示板による住民との意

見交換を行っており、各主管課の住民への情報提供などメールの活用が求められてい

ます。 

【議会の電子化の実施状況】 
 

出典：（財）地方自治情報センター平成 16年 10月「地方自治情報管理概要」 
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○：メールにて回答が可能 

 

【電子メールでの相談・問い合わせでメール回答が可能なもの】 
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ホームページからダウンロードができるようにしたい申請書の第１位は、各公共

施設利用申請書６１．９％、第２位入札参加申請書４６．７％、第３位入居者申請

書４４．５％、第４位住民票の写しの発行申請書４２．３％と続きます。 

同様に全国では、申請・届出等の行政手続きのオンライン化（電子申請）の実施

済みが１２０団体、平成１６年度中に運用開始が４８９団体、平成１７年度運用開

始予定が３６１団体、平成１８年度以降整備が２３７団体で、導入検討中を含める

と３８．６％がオンライン化になります。山形県においても、平成１９年より県・

市町村共同により電子申請システム「やまがたｅ申請」が運用することとなってい

ます。 

 

 

○：ホームページからダウンロードができるようにしたい書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページから申請手続きの希望の多い業務は、第１位公共施設の予約申請７２．

８％、第２位大型ごみの収集予約６９．５％、第３位ボランティア活動の人材登録５

９．７％、第４位ボランティア活動の活動支援の申請５５．４％、第５位医療施設の

【電子申請の実施状況】 
出典：（財）地方自治情報センター平成 15年 10月「地方自治情報管理概要」 

【ホームページからの申請書等ダウンローができるようにしたい書類】 
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診察予約５３．２％、第６位健康診断等の予約５０．０％のなどが続きます。 

特に、図書館蔵書検索のオンライン化については、全国自治体うち１，０７６団体

と最も多く実施済であった。 

 

○：ホームページから申請手続きをしたい項目 

 
 

（５） 本町の情報化推進の取り組み 

ア．情報化システムの経緯 

  政府のＩＴ基本法（Ｈ１２．

１１）、ｅ－Ｊａｐａｎ戦略（Ｈ

１３．１）や第４次真室川町基本

構想（Ｈ１３．３）ゆめねっと整

備事業計画から、ＩＴ化を次のと

おり進めてきました。 

 

【ホームページから申請手続きをしたい項目】 
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                                 単位：千円 

年度 事業名 補助関係 事業費 内容 

12 年度 ＩＴ講習会事業 総務省・

文部科学

省 

1,716 インターネットを使えるよう

になるためのＩＴ基本技術講

習会開催。 

 

13 年度 ＩＴ講習会事業 総務省 8,570 インターネットを使えるよう

になるためのＩＴ基本技術講

習会開催。 

 

地域インターネ

ット導入促進基

盤整備事業 

総務省 33,810 町内１１施設を光ケーブルで

結び、９施設に行政情報、公

共施設予約、映像配信システ

ムを利用できる公共情報端末

を設置し、インターネット普

及を行う。 

 

遠隔医療設備整

備事業 

厚生労働

省 

25,777 エックス線、ＣＴ画像をネッ

トワークで山形大学付属病

院、県立新庄病院に送り、高

度な診断やアドバイスを受け

る。患者の家庭にテレビ電話

と血圧・脈拍測定装置を設置

し、診断等を行う。 

行政イントラネ

ット整備 

単費 10,550 事務効率化、職員のＩＴ技術

向上のため全員にパソコンを

設置し、電子メール・掲示板

による事務連絡、公用車・会

議室予約、共通書式による事

務改善。 

 

14 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 年度 

ＬＧＷＡＮ 単費（特

別 交 付

税） 

7,850 国、県とのネットワークを整

備し、文書の電子交換を行

い、即時連絡、紙文書の省略

を行う。 
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文書管理システ

ム 

単費 1,807 文書の収受・起案をすべて記

録し、文書管理の効率化と情

報公開に対応する 

 

15 年度 

財務会計電子決

裁システム 

単費 476 押印による決済の省力化と紙

文書の省略を行う 

地域イントラネ

ット基盤施設整

備事業 

総務省 216,492 町内２６施設を光ケーブルで

結び、総合行政情報提供、教

育学習情報提供、医療・福祉

情報提供、防災情報提供の各

システムの構築を行った。 

 

情報通信システ

ム整備促進事業 

総務省 14,249 ＧＩＳを利用した、総合行政

情報提供、教育学習情報提

供、医療・福祉情報提供、防

災情報提供の各アプリケーシ

ョンの開発を行った。 

16 年度 

ゆめねっと構想

推進事業 

厚生労働

省（緊急

雇用創出

事業） 

4,897 広報取材等で撮影・保管して

きた写真及び映像を電子情報

として整理を行い、インター

ネットを通じて情報発信を行

うためのコンテンツ、システ

ムの構築を行った。 

防災・行政情報

放送設備基本設

計業務委託 

単費 4,841 地域イントラネット基盤施設

を活用して、災害時の緊急連

絡や常時の行政情報連絡を行

うための基本設計を行った。 

17 年度 

ＩＴ講習会事業 単費 312 インターネットを使えるよう

になるためのＩＴ基本技術講

習会及び初級文書作成講習会

開催。 

18 年度 移動通信用鉄塔

施設整備事業 

地方単独

事業 

19,843 携帯電話エリアを小又地区に

拡大し、災害時の緊急連絡用

の通信手段の確保を行った。 
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 ＩＴ講習会事業 単費 998 インターネットを使えるよう

になるためのＩＴ基本技術講

習会及び初級・応用文書作成

講習会開催。 

 
イ．平成１４年度「地域インターネット導入促進基盤整備事業」の取り組み 
 
平成１４年度は「地域インターネット導 

入促進基盤整備事業」で役場内にサーバ 
を整備し、町内の各公共施設（接続箇所 
１１箇所（うち学校接続 ２箇所）を民 
間借用光ファイバでネットワーク（速度 
１００Ｍｂｐｓ）化し、公共情報端末を 
設置することにより、双方向の情報通信 
による行政サービスの拡充を図り、町民 
生活の利便性の向上を図るためサービス 
を行ってきました。 
 
〇接続施設 
真室川町役場、中央公民館、歴史民俗資 
料館、町民体育館、うるしセンター、真 
室川小学校、真室川中学校、まむろ川温 
泉梅里苑、健康管理センター、防災セン 
ター、総合医療福祉施設 
 
〇主なアプリケーション 
■行政情報提供システム 
各担当課で集約している住民生活に密着した行政情報を集約し、インターネットを

活用したリアルタイムな情報提供を行い、公共情報端末や各家庭で最新の行政情報や

申請書様式を入手し、また、メールによる相談、回答、アドバイスを行う。 
 
■公共施設予約システム 
 インターネットを利用して、公共情報端末や各家庭で最新の公共施設の予約状況確

認、予約、通知を行う。 
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■伝承芸能・地域資源ビデオライブラリー 
 町内各地域に伝わる昔語り・番楽等の伝承芸能、巨木等の地域資源等の動画像を蓄

積・配信することにより、公共情報端末や学校、各家庭で情報を得て生涯学習活動等

に利用する。 

 

 

ウ．平成１６年度「地域イントラネット基盤施設整備事業」の取り組み 
 
平成１６年度は「地域イントラネット基盤 

施設整備事業」を活用し地域インターネッ 
ト導入促進整備事業での整備分を最大限に 
利用しつつ、自営光ファイバを用いて「真 
室川町情報センター」を中心とした、町内 
公共施設（学校１１、役場本庁出張所４、 
公民館 1、その他 9）をネットワーク化す 
ることにより、住民サービスの向上を図っ 
てきました。 
 
〇接続施設 
真室川町情報センター、真室川町役場、 
及位出張所、釜渕出張所、安楽城出張所、 
真室川町中央公民館、真室川小学校、安 
楽城小学校、安楽城小学校西郡分校、差 
首鍋小学校、平枝小学校、及位小学校、 
大滝小学校、釜渕小学校、小又小学校、 
真室川中学校、及位中学校、真室川町健 
康管理センター、真室川町総合医療福祉 
施設、真室川防災センター、真室川町う 
るしセンター、真室川町民体育館、まむ 
ろ川温泉 梅里苑、真室川町立歴史民俗 
資料館、地域農産物加工販売施設、森林 
交流館 
 
〇主なアプリケーション 
■総合行政情報システム 
地域のポータルサイトとして、ホームページから情報を地図（ＧＩＳ）上で検索表
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示するシステムを構築し、町職員が庁舎内のＰＣ端末やＫＩＯＳＫ端末から各種行政

情報を地図（ＧＩＳ）上での表示・検索や行政情報等のコンテンツから必要な情報を

容易に入手できる。また、交通手段の乏しい高齢者等が、公共施設の簡易テレビ電話

を利用して行政相談を行う。 
 
■教育学習情報システム 
 学校間を超高速通信網で接続し、インターネットを活用した遠隔テレビ会議授業や、

遠隔地にある学校同士との交流を活発化し、情報活用能力を身に付けた人材の育成の

支援を行う。パソコン画面のＧＩＳ表示を通じて、教育に必要な情報（郷土の歴史

等）を簡単に検索し、収集できることにより、児童生徒のインターネットを活用した

学習能力の向上を図る。また、地域の文化財や学校教材映像等の収集情報は、ＧＩＳ

とリンクしたコンテンツとして幅広く利用できるようにする。 
 
■福祉・医療情報システム 
 地域の公共施設に設置する簡易テレビ電話からインターネットを通じて、診療所や

在宅介護支援センター、病院に対し、医療や介護等の相談等を行い、在宅福祉サービ

スの向上を図る。また、健康診断等の情報をベースにした健康相談を行い、保険指導

を受けるプライマリーケアの活動支援を行う。 

 

■防災情報提供システム 

 インターネットに接続された各家庭のパソコンや、主な公共施設に設置した既存の

住民用端末を利用して、気象、防災、広域避難場所情報をＧＩＳ画面から容易に入手

できる。また、本庁、出張所等や広域非難場所との連携により、双方向型の情報提供

システム状況や避難状況の情報を収集でき、住民に対していち早く情報を提供する。

さらに、国土交通省及び県の防災情報とリンクして、地域に特化した防災情報を提供

する。 

 

エ．平成１６年度「情報通信システム整備促進事業」の取り組み 
 
 平成１６年度は「情報通信システム整備促進事業」で総合行政情報システム、教育

学習情報システム、福祉・医療情報システム、防災情報提供システムの４つのアプリ

ケーションシステムを構築し、住民サービスの向上を図る。 
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第２章 真室川町情報化の課題 

（１） 通信インフラ整備の課題 
平成１４年度「地域インターネット導入促進基盤整備事業」の情報通信ネットワー

クについては、提供アプリケーションが行政情報提供、公共施設予約、伝承芸能・地

域資源ライブラリーの 3 つだけであり、また画像伝送系のアプリケーションも１つの
想定であったため、真室川地区中心部の主要公共施設１１施設を結ぶ回線は民間借り

上げの１００Mbps光ケーブルとしていました。 
 平成１６年度「地域イントラネット基盤施設整備事業」では、地理情報システム

（ＧＩＳ）を基盤とした、アプリケーションサービスを構築し、各学校の教材ライブ

ラリーを集約し管理することとしました。学習コンテンツのほとんどが映像データの

ため、学校間及び公共施設でのライブラリー活用から、伝送帯域の確保が必要になり、

また、総合医療福祉施設や地区診療所及び公共施設の簡易テレビ会議端末を利用して、

医療・福祉・健康相談や、住民が各出張所の簡易テレビ会議端末から本庁担当主管課

との行政相談など、十分な帯域確保が必要となったことから、自営の光ファイバを学

校を含む町公共施設２６箇所を結ぶネットワークを構築してきました。しかしながら、

家庭へのブロードバンド（高速インターネット通信）回線の普及は、民間通信事業者

による真室川地区に限定されていることから、及位地区、差首鍋地区、安楽城地区に

おいては、ナローバンドによる通信しか行えない状況で、住民の満足度も低く、企業

活動においても支障をきたしています。 
また、民間の携帯電話施設が未整備の地区もあり、緊急や災害情報（一斉通知、防

災リーダーや消防団、地区別選択による伝達）等全戸への通信インフラは未整備のた

め、計画的に進める必要があります。 
 
（２） 情報通信基盤のブロードバンド化の課題 
町では、第４次真室川町総合計画の理念である「人がいてこその町づくり」を実践

すべく、町民一人ひとりが協働・参画しながら英知と総意を集結し、みんなが生きが

いと住みよさを実感できる町を目指した活動を展開しており、そのための基盤として

平成１４年度に「地域インターネット導入促進基盤整備事業」により、町中心部の主

要公共施設にインターネットを通じて町民に対する、情報提供を行う環境を整備し、

平成１６年度には地域イントラネット基盤施設整備事業により、全公共施設間のネッ

トワークの構築を行ってきました。 
一方、町民のブロードバンド環境については、ブロードバンド利用可能世帯カバー

率が５０．１％と県内で最も低く、町民の生活はもとより、企業・産業活動にも支障

が出ていますが、通信事業者に対する要望活動を行っても、事業者単独によるブロー

ドバンドサービスの提供が見込めない状況にあります。 
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また、当町は過去に大規模な災害の被害を受けているが、同報防災無線の整備が行

われていないため、災害時の職員、消防団の招集、地域住民への情報提供、安否確認

を行うシステムの構築が求められており、さらには平成２３年度に完全移行する地上

波デジタル放送の難視聴対策も懸念されることから、効果的・効率的な情報基盤整備

が必要とされています。 
 

（３） 住民へのＩＴ教育の課題 
ｅ－Ｊａｐａｎ戦略の「ＩＴ人づくり計画」に基づき平成１２年度、１３年度「Ｉ

Ｔ講習会事業」を行い、平成１６年度に情報センター研修スペースを整備したことに

より平成１７年度、１８年度と「ＩＴ講習会」を独自に行ってきました。しかし、当

町ではインターネットに接続している割合が２７．６％と停滞状況にあります。これ

はインターネット環境整備の問題の他、パソコン接続方法やインターネット操作教育

等常時パソコン操作ができる環境整備によって解決していく必要があります。 
 
（４） アプリケーションの課題 
平成１５年９月実施の「真室川町情報化に関する住民アンケート調査」（回答：６８

３人）による情報化施策の検討事項として第１位（７０．４％）は、災害発生時に被

災情報や避難情報など必要な情報が入手できるようにしてほしい。第２位（４７．

８％）は、町立病院や在宅介護支援センターなどの公共施設と通信できることにより、

医療や健康相談ができるようにしてほしい。第３位（４１．６％）は、病院の予約や

救急医療に関する情報が入手できるようにしてほしいとの回答が寄せられました。 
平成１４年度の「地域インターネット導入促進基盤整備事業」で行政情報、公共施

設予約、映像配信のインターネットサービスをしています。平成１６年度の「地域イ

ントラネット基盤施設整備事業」で行政と住民とのコミュニケーションや、住民の利

便性の向上を図るため、全町が共通に利用できる地理情報システム（ＧＩＳ）導入に

より、既設サービスシステムとの連携を強 
化した、新たな住民参加型アプリケーショ 
ンを構築しています。しかしながら、同報 
防災無線のように一斉に周知する手段や安 
否確認を行うシステムが未整備であること 
から、町民の安心・安全確保のために、メ 
ール・ｗｅｂ機能を利用し、災害時に職員 
・消防団の招集、地域住民への情報提供安 
否確認を行う緊急連絡システム構築及び災 
害・緊急時に避難場所におけるＶｏｉｐ技 
術を利用した情報伝達システムの構築が必要となってきます。 
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第３章 真室川町情報化の目標 

第１章で展望したとおり、情報化はもはや全国的な潮流となっており、あらゆる

場面でその効果が期待されています。当町においても、進展し続ける情報通信技術

を有効的に活用し、町民生活を支援する各情報通信基盤の整備や情報サービス機能

の充実が望まれており、第４次真室川町総合計画の基本理念である、“自ら学び自ら

を育てる”「共生」「共育」のもと、多様で豊かな町民生活の実現を図っていく必要

があります。 

町では、行政・医療・教育・防災・産業の情報通信ネットワーク網を総合的に構

築する『ゆめねっと』構想により、次の目標を掲げ地域の情報化を推進します。 

 

１ 情報化の理念 

 情報化によって目指す事項を以下のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 Ⅰ 町民が快適に生活できるまちづくり 】 

  高度化・多様化する情報通信ニーズに対応するため、行政サービスを利用する際

の時間的・空間的な制約を減らし、各種情報システムの整備を促進しながら、情報

サービスの充実に努めます。また、緊急時の通信体制の整備など、町民生活の安全

性の確保や日常生活において、必要な情報が得られるなど、情報化により町民が快

適な生活を送れるような社会システムの整備を行います。 

 

【 Ⅱ 町民が安心して生活できるまちづくり 】 

  保健・医療・福祉サービスにおいて「すこやかなまちづくり」を推進し、各種情

報システムにより地域体制を整備し、健康づくりに対する意識を高め、安心して生

活できる社会整備を行います。 

 

４つの重点まちづくり目標 

町民が安心して生活できる

まちづくり 

町民が快適に生活できるま

ちづくり 

産業の活性化による活力の

あるまちづくり 

町民が共に学び共に活動で

きるまちづくり 

情情報報化化  
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【 Ⅲ 町民が共に学び共に活動できるまちづくり 】 

  情報化により、町民の主体的な文化活動を促進し、その活動を支援する情報や環

境を整備します。また、情報通信ネットワークにより地域コミュニティの活性化を

図り、町民参加型の地域社会づくりを進めます。 

 

【 Ⅳ 産業の活性化による活力のあるまちづくり 】 

  戦略的な情報技術の活用促進に向けた情報提供や人材育成を支援し、また、新た

な起業及び新しい価値とサービスに対する支援を行い、雇用の拡大を図り、活力あ

るまちづくりを推進します。 
 
 
 
 
 
２ 情報化の目標 

  情報化の理念を実現する情報化の動向やニーズを踏まえ、方向性として掲げられ

た事項を目標として、以下に示す推進施策に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報化 １０の目標 

 

町町民民がが快快適適にに生生活活ででききるるままちちづづくくりり  

（目標１） 行政サービスの向上 

（目標２） 庁内の総合的な情報インフラの整備 

（目標３） 町民本位の情報化の推進 

（目標４） 防災情報サービスの提供と充実 

（目標５） 快適かつ充実した生活環境の整備 

 

町町民民がが安安心心ししてて生生活活ででききるるままちちづづくくりり  

 
 
（目標６） 保健・医療・福祉サービスの充実と総合化

 

町町民民がが共共にに学学びび共共にに活活動動ででききるるままちちづづくくりり  

 

（目標７） 新時代コミュニティ環境の整備 

（目標８） 住民文化活動の拡大・振興 

（目標９） 地域間交流の推進 

 

産産業業のの活活性性化化にによよるるままちちづづくくりり  

 

 

（目標 10） 地域産業の活性化 
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〈 Ⅰ 町民が快適に生活できるまちづくり 〉 

 （目標１） 行政サービスの向上 

  事務の効率化・総合化・迅速化を進め、行政サービスの向上につながる各種行政

事務のための情報システムの整備・充実を推進します。また、情報技術の活用によ

り、行政サービス提供の場の拡大に努めます。 

  ○各種行政情報システムの充実 

  ○研修等を通じた職員の情報リテラシーの向上 

  

 （目標２） 庁内の総合的な情報インフラの整備 

  庁内の総合的な情報ネットワークの整備・充実を図るとともに、行政情報の電子

化・行政情報データベースの構築による情報の共有化を進めます。また、庁外との

情報流通が容易な環境整備を行います。 

  ○情報通信網、データベースの整備 

  ○インターネット利用環境の整備 

  ○情報化推進体制の強化 

  ○電子申請受付体制構築 

   

（目標３） 町民本位の情報化の推進 

 町民に対して広く情報を提供するため、行政情報の電子化を推進するとともに、

インターネット等の多様なメディアによるオープンな広報・広聴活動を実施してい

きます。また、情報化の効果とその影響に関する評価の実施や個人情報の保護、情

報通信システムの安全性・信頼性の向上に努めるなど、町民が安心して情報化の恩

恵を得られるよう、必要な対策を実施します。 

  ○行政情報提供システムの充実 

  ○個人情報保護対策等の推進 

  ○情報アセスメントの検討、システム安全対策の実施 

  ○バリアフリーの情報化（ＩＴ講習の充実） 

 

（目標４） 防災情報サービスの提供と充実 

  防災情報のデータベース化により、庁内での情報の共有化を図るとともに、町民

等からの問い合わせに迅速に対応できる体制づくりを推進していきます。また、地

域における双方向の防災ネットワークを構築することにより、非常時の情報収集、

伝達体制の充実・強化を目指します。 

  ○防災情報のデータベース化 

  ○地域防災ネットワークの構築 

  ○緊急連絡システムの構築 
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  ○防災放送システムの構築 

 

（目標５） 快適かつ充実した生活環境の整備 

  町民の日常生活において、有益な情報やサービスをインターネットなどを通じて

提供し、利便性の高い生活の実現を支援していきます。また、ブロードバンド環境

の構築により、公共施設だけではなく、家庭やビジネスで町民が公平かつ手軽に情

報を入手・利用できる環境の整備を図っていきます。 

  ○全町的なブロードバンド環境の整備促進 

  ○行政情報提供システムの充実 

  ○公共の場等における情報利用環境の整備 

  ○地上波デジタル放送の共聴組合への再放送環境の整備 

 

〈 Ⅱ 町民が安心して生活できるまちづくり 〉 

 （目標６） 保健・医療・福祉サービスの充実と総合化 

保健・医療・福祉サービスにおいて「すこやかなまち」づくりを推進するため、

各種台帳の管理や認定・給付に関する各種行政システムの充実により、行政サービ

スの高度化、事務処理の効率化を図ります。 

  また、行政と医療機関、福祉施設との包括的な情報化の整備を進めることで、地

域医療体系の連携強化に努めるとともに、健康づくりに対する町民意識の高揚と安

心して暮らすことができる環境の整備を図っていきます。 

  ○保健医療情報システムの構築の検討（遠隔医療の再構築など含む） 

  ○福祉総合情報システムの充実 

    

 〈 Ⅲ 町民が共に学び共に活動できるまちづくり 〉 

 （目標７） 新時代コミュニティ環境の整備 

  インターネットなどを活用することにより、町民にとって身近な情報を提供する

選択肢を広げ、町民が手軽にコミュニケーションや活動を展開できる環境の整備を

推進するとともに、ホームページを活用し、広聴事業等の充実を図りながら、地域

と行政が一体的となったまちづくりを促進します。 

   ○ホームページの充実 

   ○町民自らが情報発信を行う場や機会、グループ育成の支援 

    

（目標８） 住民文化活動の拡大・振興 

  生涯学習、スポーツ・レクリエーション、文化・芸術活動などに役立つ情報を全

ての町民にとって利用しやすいように整備し、町民の自主的・主体的な文化活動を

支援するとともに、第４次真室川町総合計画に掲げる「ふれあいのまちづくり」を



 
真室川町情報化計画 

 
 

 35

促進していきます。 

  また、住民が情報関連機器を身近に体験できる場を公共施設等に設置するととも

に、情報一般について学習する機会の提供に努めます。 

  ○図書室情報の提供 

  ○生涯学習システムの充実 

  ○学校における情報教育環境の整備促進 

  ○公共施設等への情報関連機器の整備促進 

  ○地域伝統芸能等の資源の継承保存の支援 

 

  （目標９） 地域間交流の推進 

   姉妹都市や広域市町村などとの文化交流を促進するため、関係機関と調整を図

り、文化団体の支援や情報交流の提供を図りながら、情報通信ネットワークを活

用し、開かれた地域社会の形成を支援します。 

  ○インターネット等の情報通信ネットワークの活用による地域間交流の推進 

 

〈 Ⅳ 産業の活性化によるまちづくり 〉 

（目標１０） 地域産業の活性化 

   電子商取引や情報技術を活用した生産管理体制の整備等の既存産業への支援を

行い、生産性の向上を図ると共に、ネットワークを活用して、ＳＯＨＯ等の起業

機会の支援を行い雇用の拡大を図ることで、町の活性化を図ります。 

  ○電子商取引や情報技術を活用した産業支援の推進 

  ○情報化を活用した雇用機会の拡大 
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３ 総合的地域情報化推進体制の目標 

 情報通信技術の進展により、従来の情報処理（管理）担当部門の機能と、業務主管

部門（事業課）の機能は、益々ボーダーレスになってくることが予想されます。 

 現在、全庁的な情報化推進やシステム構築・管理運営、事務改善を担当する部門と

して企画情報課がありますが、少数職員による過密な業務運営を行っているため、十

分な原課対応や顧客（住民）志向の新たな情報化推進が十分行えていない状況にあり

ます。 

今後の電子自治体の推進を見据えた場合「行政経営改革の推進」と「公共サービス

の付加価値創造」の両面からアプローチする必要があり、従来の企画・事務管理部門

の全庁的なポジションの格上げとともに、各主管課の情報化リーダー及び業務改革リ

ーダーと連携した、全庁的な情報化推進体制の再編成が望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（電子計算組織総括管理者） 

情報化リーダー 
（情報処理担当または各課） 

行政課題 

行政ＢＰＲ 

情報化戦略 
・ＩＴ動向分析 
・効果測定 
・優先度付け 
・投資計画立案 
・コンセプト策定 

情報化推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

業務改革ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 発足 

プロジェクトの統括 
・プロジェクトの推進 
・業務改革プロジェクトとの整合 
・プロジェクトの全体責任 

開発計画策定 

設計 

開発／導入 

運用／保守 

戦
略
策
定 

整合 情
報
シ
ス
テ
ム
化 

業務改革リーダー 
（各課） 

業務改革計画策定 

標準モデル作成 

改善方策 

構想策定 

新モデル作成 

業
務
改
革 

現状把握 

プロジェクトの統括 
・プロジェクトの推進 
・情報化プロジェクトとの整合 
・プロジェクトの全体責任 

総務企画担当課 

ＣＩＯ的組織 

 

推進体制例 
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第４章 情報化施策の展開 
 第 2 章に掲げた情報化の理念及び目標の達成に向けて、様々な情報関連施策を効果的

に実施するためには、施策の特徴、実施によって予想される効果、優先度などを分析

し、体系的に整理したうえで推進していく必要があります。 

 そこで、この章では情報基盤の整備の方向性を明確に位置づけたうえで、どのような

形で施策を展開するか展望します。 

 

１ 暮らしに関する情報化施策の展開 

 

Ⅰ行政の情報化 

 町民に対する質の高い公共サービスの実現と政策形成過程を含めた住民の行政参加

を促進するため、情報化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 電子行政に向けての基盤づくり 

 ア．庁内ＬＡＮの整備 

  庁内の情報通信基盤を確立するため、職員へのパソコン１人１台の配備により構

築した庁内ＬＡＮを活用し、内部における情報の共有化・職員間の積極的な意見交

換など、庁内における相互連携を強化します。 

  また、本庁及び出先機関のネットワーク化も併せて行うとともに、地域住民の声

を聴く広聴活動や行政情報を広く住民に提供する手段として、インターネットの利

用環境整備を推進します。 

 ○ 庁内ＬＡＮにより、グループウェアシステム、文書管理システム、法令データ

ベースシステムを有効に活用することにより、組織の相互連携を強化します。 

電子行政に向けての基盤づくり 

庁内ＬＡＮの効率的な運用 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の効率的な運用 

住民基本台帳ネットワークシステムの普及推進 

情報リテラシーの向上 

申請・届出等の電子化 

申請・届出等の電子化の計画的推進 

電子調達導入の検討 

行政サービスの高度化・広域化 

窓口サービスの総合化 

広域行政ネットワークの構築 

 

町民が快適に生活できるまちづくり 
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 ○ 行政情報のデータベースの構築を行うことにより、情報の共有化を図り、組織

内での横断的なデータの活用を促進しながら業務の効率化や迅速化に努めます。 

 ○ ホームページや電子メール等のインターネットの利用環境整備を進め、住民と

行政を結ぶ情報収集・提供手段として、有効的な活用を図ります。 

  

イ．総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）等の運用 

   国・都道府県・市町村を結ぶ総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）やインターネ

ットを利用した情報交換の一般化が、今後ますます進むことから、庁内の情報基盤

の整備ならびに適正な運用管理を図ります。 

  ○ 庁内の情報環境整備の見直しを図り、適正な運用・管理を図るため、規程等の

適正化を図ります。 

   

ウ．住民基本台帳ネットワークシステムの構築 

    全ての市町村及び都道府県をネットワークで結び、住民票に記載された情報を

国・地方を通じて利用する住民基本台帳ネットワークシステムの構築に向けた取り

組みを推進します。また、ネットワーク構築にともない導入されるＩＣカードは、

記憶容量も大きく、行政手続における本人確認も可能となり、保健・医療・福祉サ

ービスに対する利用や電子申請における個人認証及び確認にも使用できることから

普及を進めていきます。 

 

   エ．情報リテラシーの向上 

    情報通信技術を活用し、行政サービスの向上を図るため、研修体制の充実を図り、

職員の情報リテラシー向上のための取り組みを推進し、全職員一体となった情報化

の推進体制を構築します。取り組みにあたっては、情報機器の操作技術向上だけで

なく、情報の受発信能力や情報活用能力などの情報感度、さらには業務への情報通

信技術の活かし方などへの理解を高め、職員の情報化の意識改革を図ります。 

   ○ 全職員を対象とした研修を定期的に実施し、基礎的な知識の習得のみならず、

業務での情報、データの活用能力の向上を図ります。 

   ○ 情報化推進の中心となる各課の電子計算組織検討部会部員や情報リーダーを対

象に、運用管理に必要な専門知識や技術習得のための研修を行い情報化のリーダ

ーを養成します。 

 

（２） 申請・届出等の電子化 

 ア．申請・届出等の電子化の計画的推進 

  民間と行政との申請・届出等の手続きを電子化し、ネットワークを活用した手続

きをするためには、全庁的な取り組みをはじめ、電子化するにあたっての条例等の
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整備など、幅広い検討が必要となることから、計画的な取り組みを進めます。 

 ○ ホームページ等への町関係申請・届出様式の掲載も含めた具体的検討を推進し

ていきます。 

 ○ 申請、届出の検討とあわせ、手数料の納付等についても国・県と連携を図り、

運用普及に向けた取り組みを検討していきます。 

  

イ．電子調達導入の検討 

  発注に関する情報の検索や入札説明書などの資料提供のほか、企業と行政間で行

っている入札事務をインターネットなどのネットワークを活用して行うことにより

事務の軽減を図るとともに、入札の公平性や透明性の向上を図ります。電子入札の

導入にあたっては、電子認証等の技術的動向を踏まえ、実現に向けた取り組みを検

討していきます。 

 ○ 電子調達の導入実現に向けて、民間部門における情報化との整合性を図りなが

ら検討を進めていきます。 

 

（３） 行政サービスの高度化・広域化 

 ア．窓口サービスの総合化 

  ワンストップサービスの実現のためには、単に業務をネットワーク化して行うだ

けでなく、事務処理を効率的な流れに変更するなど事務処理手順の見直しを行いま

す。このため、窓口業務の簡素化や行政内部の意思伝達や決定方法、各種制度を再

度点検していきます。 

 ○ 事務処理手順、行政内部の意思伝達や決定方法を再度点検し、窓口業務におけ

るワンストップサービスの実現を目指します。 

  

 

イ．広域行政ネットワークの構築 

  通勤・通学圏の拡大など、住民の生活圏の多様化に対応するため、近隣市町村と

密接な連携を図ることにより、情報通信技術を活かした広域行政ネットワークを構

築し、生涯学習施設や保健医療施設などの相互利用や防災対策をはじめとする広域

的な行政サービスの向上を目指します。 

 


